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令和６年度 １２月補正予算（追加分）の概要 
 

 
 
 
 
 

令和６年度鯖江市一般会計補正予算（第６号） 
 

 

予算の規模 

一般会計の１２月補正予算の規模は ３億   ８０万円 

この結果、一般会計の予算現計は ３２３億７,４１０万円 
 
 

（単位：千円・％） 
 

 

 
区分 

令和６年度 令和 5 年度との比較 
 

補正前予算 
 

補正額 
 

予算現計 
 

1 2 月補正後予算 
 

増減 
 

伸び率 

 
一般会計 

 
32,073,300 

 
300,800 

 
32,374,100 

 
30,130,000 

 
2,244,100 

 
7.4 

 
 

議案提出日 令和６年１２月２０日（金） 
 

 
 
 
 
 
 
 

予算案の内容 
 

１ 燃料高騰・物価高騰対策事業 １５３,３００千円 

２ 人件費関係 １４７,５００千円 
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１ 燃料高騰・物価高騰対策事業 １５３,３００千円 
 
 
 

⑴ 低所得者世帯支援給付金給付事業〔臨時〕             １３７,０００千円 

（社会福祉課） 
 

物価高騰の影響が大きい低所得世帯に対し、低所得者世帯支援給付金（以下「給付金」

という。）として、１世帯当たり３万円を給付します。 

また、低所得の子育て世帯については、１８歳以下の児童１人当たり２万円を加算して

緊急的支援を行います。 

市の独自施策として、家計急変世帯も対象にします。 

 

【対象者】 

令和６年 12月 13日（基準日）現在、市内に住所がある次の世帯 

① 住民税非課税世帯 （3,950世帯、こども 500人見込み） １２８,５００千円 

世帯全員の令和６年度分の住民税が非課税である世帯 

② 家計急変世帯   （50世帯、こども 50人見込み）     ２,５００千円 

令和６年度分の住民税課税世帯だが、予期せず家計が急変し、収入が非課税相

当となった世帯 

※ 住民税が課税されている者の扶養親族等のみの世帯を除く。 

 

〔財   源〕 物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金（低所得世帯支援枠） 

 
 
 

⑵ 福祉施設物価高騰対策支援金〔臨時〕                １３,６００千円 

（社会福祉課・長寿福祉課） 
 

市内の障がい者施設および高齢者施設に対し、令和７年１～３月までの３カ月分の食材料

高騰額分を支援します。 

 

〔補 助 内 容〕 県補助単価の倍額で補助 

① 障がい者施設（４７施設）           １,９６３千円 

通所系 ＠ 2,000円×定員数  入所系 ＠ 3,400円×定員数 

② 高齢者施設（６８施設）           １１,６０６千円 

通所系 ＠ 2,000円×定員数  入所系 ＠ 8,600円×定員数 

 

〔財   源〕 障がい福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（県補助 1/2） 

高齢者福祉施設等物価高騰対策支援事業補助金（県補助 1/2） 

 

※ 県が１食当たりの支援単価を決定（障がい者施設の入所系は令和６年度報酬改定に加

味されている分を除いて単価を決定している） 
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⑶ 物価高騰対策費（副食費）〔臨時〕                  ２,７００千円 

（保育・幼児教育課） 
 

私立保育所・こども園に対し、令和７年１～３月までの３カ月分の食材料高騰額分を支援

します。 

 

〔補 助 内 容〕 ＠4,500円/月×19％×園児数            ２,７００千円 

〔対 象 施 設〕 私立保育所、認定こども園 １３園 

〔財   源〕 私立保育所等物価高騰対策支援事業費補助金（県補助 1/2） 

 

※ 2021年の食材料費を 100として 2024年 9月の物価指数が 119で 19％伸びていること

から、県が 19％増の支援単価を決定 

 
 
 
 

２ 人件費関係 １４７,５００千円 
 
 
 

⑴  正規職員および会計年度任用職員の人件費 １４９,１６１千円 

（職員課） 
 

人事院勧告に伴う給与引上げおよび初任給引上げ、人事異動に伴う予算調整 

〔補 正 概 要〕 給料表改定   平均２.７６％引上げ 

        初任給引上げ  大卒程度 23,400円、高卒程度 23,000円 

        期末勤勉手当  特別職  期末手当 ０．０５月引上げ 

一般職  期末手当 ０．０５月引上げ 

                     勤勉手当 ０．０５月引上げ 

                再任用  期末手当 ０．０２５月引上げ 

勤勉手当 ０．０２５月引上げ 
 
 
 

⑵  特別会計への繰出金 △１,６６１千円 

（国保年金課・長寿福祉課） 
 

国民健康保険事業特別会計、介護保険事業特別会計における人事院勧告に伴う給与引上げ

および初任給引上げ、人事異動に伴う予算調整 

・国民健康保険事業特別会計                    １,３００千円 

・介護保険事業特別会計                     △２,９６１千円 


